
【表紙】 　

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 北陸財務局長

【提出日】 平成22年６月29日

【事業年度】 第７期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

【会社名】 ニューリアルプロパティ株式会社

【英訳名】 New Real Property Corporation

【代表者の役職氏名】 取締役社長　　東　　信　彦

【本店の所在の場所】 福井県福井市中央二丁目６番８号

(同所は登記上の本店所在地であり、実際の業務は下記で行っ
ております。)

【電話番号】 ─

【事務連絡者氏名】 ─

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区九段北四丁目２番22号　東京本社

【電話番号】 03(3262)2005

【事務連絡者氏名】 専務取締役　　島　　鏡 太 郎

【縦覧に供する場所】 ニューリアルプロパティ株式会社　東京本社

　 （東京都千代田区九段北四丁目２番22号）

　 ニューリアルプロパティ株式会社　福井本店

　 （福井県福井市中央二丁目６番８号）

　

EDINET提出書類

ニューリアルプロパティ株式会社(E04022)

有価証券報告書

 1/81



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(１) 連結経営指標等

　

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (百万円) 18,394 15,327 5,240 3,118 2,376

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) 1,687 1,238 1,568 53 △1,040

当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万円) △2,447 19,182 1,755 △799 1,670

純資産額 (百万円) △5,852 13,415 14,262 10,598 12,728

総資産額 (百万円) 82,932 60,244 35,683 27,925 28,100

１株当たり純資産額 (円) △88.18 202.38 228.67 174.32 209.86

１株当たり当期純利益又
は当期純損失（△）

(円) △36.84 289.22 27.05 △12.96 27.53

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) △7.0 22.3 40.0 38.0 45.3

自己資本利益率 (％) ─ 507.3 12.7 ─ 14.3

株価収益率 (倍) ─ ─ ─ ─ ─

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,932 2,158 4,623 1,397 732

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 52,156 40,510 223 1,366 5

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △57,909 △33,085 △9,869 △3,859 △2,033

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 4,342 13,977 8,592 6,271 6,003

従業員数
[外、平均臨時雇用人員]

(人)
203
[186]

197
[180]

156
[143]

192
[103]

186
[66]

(注) １　売上高には、一部消費税等が含まれている。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、平成19年３月期、平成20年３月期及び平成22年３月期は潜

在株式が存在していないため、平成18年３月期及び平成21年３月期は１株当たり当期純損失であり、また潜在

株式が存在していないため記載していない。

３　株価収益率については、当社は非上場・非登録であるので記載していない。

４　純資産の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用している。
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(２) 提出会社の経営指標等

　

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (百万円) 7,210 3,398 3,663 2,206 2,432

経常利益 (百万円) 2,065 244 3,552 2,595 1,265

当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万円) △2,660 2,126 3,229 △283 588

資本金 (百万円) 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

発行済株式総数 (千株) 66,823 66,823 66,823 66,823 66,823

純資産額 (百万円) 1,549 3,676 6,738 6,354 6,932

総資産額 (百万円) 61,264 41,647 29,674 22,931 21,674

１株当たり純資産額 (円) 23.35 55.46 108.03 104.52 114.32

１株当たり配当額
(内１株当たり
 中間配当額)

(円)
 

(円)
 

─

(─)

─

(─)

─

(─)

─

(─)

─

(─)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) △40.05 32.06 49.79 △4.60 9.69

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 2.5 8.8 22.7 27.7 32.0

自己資本利益率 (％) ─ 81.4 62.0 ─ 8.9

株価収益率 (倍) ─ ─ ─ ─ ─

配当性向 (％) ─ ─ ─ ─ ─

従業員数 (人) 15 15 10 10 10

(注) １　売上高には消費税等は含まれていない。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、平成19年３月期、平成20年３月期及び平成22年３月期は潜

在株式が存在していないため、平成18年３月期及び平成21年３月期は１株当たり当期純損失であり、また潜在

株式が存在していないため記載していない。

３　株価収益率については、当社は非上場・非登録であるので記載していない。

４　純資産の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用している。
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２ 【沿革】

当社は、株式会社熊谷組が平成15年10月１日に分割型分割による会社分割を行ったことにより設立され

た。分割会社の不動産事業、海外PFI等に係る投融資事業及び債権の回収事業を承継した。

設立からの沿革は次のとおりである。

年月 概要

平成15年10月 株式会社熊谷組の会社分割により設立

　 福井本店、東京本社、東北、横浜、北陸、広島営業所を開設

平成15年10月 宅地建物取引業法による国土交通大臣免許(１)第6525号を取得

平成16年２月 北陸営業所を廃止

平成16年４月 横浜営業所を廃止

平成17年１月 広島営業所を廃止

　 子会社ケージー不動産サービス株式会社を清算

　 子会社ケージーリアルプロパティ株式会社を清算

　　　　２月 子会社株式会社原町会館を清算

　　　　３月 子会社株式会社魚崎地所を清算

　　　　６月 子会社熊谷組(中国)有限公司を清算

　 関連会社株式会社グリーンポートを清算

　　　　10月 子会社ケージーリアルエステート株式会社を清算

平成18年３月 子会社高尾事業開発株式会社の株式を売却

　　　　12月 子会社中央開発株式会社を清算

平成19年１月 子会社株式会社エフ・エル・エーを清算

　　　　２月 子会社株式会社インターナショナルの株式を売却

　　　　７月 子会社株式会社ミルフィーユの株式を売却

　　　　８月 子会社ケージー不動産リース株式会社を清算

　　　　９月 NRPホールディングコーポレーション(現・連結子会社)の株式を取得

　　　　10月 ブロードストリートリアルティ株式会社(現・連結子会社)を設立

平成20年10月 宅地建物取引業法による国土交通大臣免許を更新

平成21年９月 東北営業所を宮城県仙台市から宮城県名取市へ移転
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社13社並びに持分法適用関連会社２社で構成され、不動産事業、海外

PFI事業及び娯楽事業を主に営んでいる。事業に係わる位置づけ等は次のとおりである。なお、次の３事業区

分は、事業の種類別セグメントと同一の区分である。

不動産事業 当社及び連結子会社である黒磯観光開発㈱他が不動産事業を営んでいる。

海外PFI事業
連結子会社であるクマガイオーストラリアファイナンスPTY.リミテッド他は、海外PFI事業及び

これらに関連する事業を営んでいる。

娯楽事業 連結子会社である㈱山代ゴルフ倶楽部他が、ゴルフ場事業、遊園地事業等を営んでいる。

　

事業の系統図は次のとおりである。

　

EDINET提出書類

ニューリアルプロパティ株式会社(E04022)

有価証券報告書

 5/81



４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所

 
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　 　

黒磯観光開発株式会社 　
栃木県
那須塩原市

50不動産事業 100 ―
当社より建物を賃借している。また、
当社に土地を賃貸している。
役員の兼務　　　４名

株式会社
山代ゴルフ倶楽部

※２ 石川県加賀市 50娯楽事業 100 ―
当社より土地を賃借している。また、
当社より資金援助を受けている。
役員の兼務　　　４名

株式会社ドリーム九重 ※２
大分県玖珠郡
九重町

10不動産事業 100 ―
当社より資金援助を受けている。
役員の兼務　　　５名

草津高原リゾート開発
株式会社

※２
群馬県吾妻郡
草津町

90不動産事業 100 ―
当社より資金援助を受けている。
役員の兼務　　　４名

ブロードストリート
リアルティ株式会社

　 福井県福井市 210不動産事業
100
(100)

─ 役員の兼務　　　２名

クマガイ
オーストラリア
ファイナンスPTY.
リミテッド

※１
オーストラリア
ニューサウス
ウェールズ州

千A$
5,352

海外PFI事業 100 ―

同社を通じて海外PFI事業への投資
管理を行っている。また、当社に対し
資金援助を行っている。
役員の兼務　　　２名

クマガイ
オーストラリア
PTY.リミテッド

※１
オーストラリア
ニューサウス
ウェールズ州

千A$
268,399

海外PFI事業 100 ― 役員の兼務　　　２名

クマガイ
インターナショナル
リミテッド

※１
中国
香港特別行政区

千HK$
100,000

海外PFI事業 100 ―
同社を通じて海外PFI事業への投資
管理を行っている。
役員の兼務　　　２名

KGランドニューヨーク
コーポレイション

※１
アメリカ合衆国
ニューヨーク州

千US$
390,991

不動産事業 100 ― 役員の兼務　　　３名

KGクラウン
コーポレイション

※１
アメリカ合衆国
ニューヨーク州

千US$
49,037

不動産事業
100
(100)

― 役員の兼務　　　２名

NRPホールディング
コーポレイション

※２
アメリカ合衆国
デラウェア州

US$
100

不動産事業 100 ― 役員の兼務　　　１名

リライアンス
インベストメント LLC

　
アメリカ合衆国 
デラウェア州

千US$ 
3,600

不動産事業 99.5 ─ 役員の兼務　　　１名

北京遊楽園有限公司
※１

※２
中国北京市

千RMB 
131,340

娯楽事業 96.7 ─
当社より資金援助を受けている。
役員の兼務　　　５名

(持分法適用関連会社) 　 　 　 　 　 　 　

若狭観光開発株式会社 　 福井県敦賀市 275娯楽事業 36.5 ― ―――――

トンネル
ホールディング
PTY.リミテッド

　
オーストラリア
ニューサウス
ウェールズ州

千A$
7,200

海外PFI事業 50.0 ― 役員の兼務　　　２名
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(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。

２　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はない。

３　議決権の所有割合(　)内は間接所有割合で内数である。

４　※１は特定子会社に該当する。

５　※２は債務超過会社であり、債務超過額は以下のとおりである。

　　　　会社名 債務超過額 百万円

㈱山代ゴルフ倶楽部 184　

㈱ドリーム九重 9,630　

草津高原リゾート開発㈱ 15,371　

NRPホールディングコーポレーション 76　

北京遊楽園有限公司 1,585　

６　㈱山代ゴルフ倶楽部、クマガイインターナショナルリミテッド及び北京遊楽園有限公司については売上高（連

結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10%を超えている。

　　　㈱山代ゴルフ倶楽部

　　　　主要な損益情報等　(1) 売上高　　　  　 　  455百万円

　　　　　　　　　　　　　(2) 経常損失　　　　　  　36百万円

　　　　　　　　　　　　　(3) 当期純損失　　　　  　53百万円

　　　　　　　　　　　　　(4) 純資産額 　　    　△184百万円

　　　　　　　　　　　　　(5) 総資産額　　　   　　182百万円

　　　クマガイインターナショナルリミテッド

　　　　主要な損益情報等　(1) 売上高　　　  　 　　692百万円

　　　　　　　　　　　　　(2) 経常利益　　　　　　 684百万円

　　　　　　　　　　　　　(3) 当期純利益　　　　 　731百万円

　　　　　　　　　　　　　(4) 純資産額　　　　 　1,352百万円

　　　　　　　　　　　　　(5) 総資産額　　　　　 1,355百万円

　　　北京遊楽園有限公司

　　　　主要な損益情報等　(1) 売上高　　　  　 　　463百万円

　　　　　　　　　　　　　(2) 経常損失　　　　　 　 16百万円

　　　　　　　　　　　　　(3) 当期純損失　　　　 　 18百万円

　　　　　　　　　　　　　(4) 純資産額　　　　 △1,585百万円

　　　　　　　　　　　　　(5) 総資産額　　　　　 　743百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

不動産事業
14
[2]

海外PFI事業
2

[─]

娯楽事業
165
[63]

全社（共通）
5
[1]

合計
186
[66]

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時従業員は[　]内に年間の平均人員を外数で記載している。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

10 44.5 6 8,016,335

(注) １　従業員数は就業人員である。

２　平均年間給与は、基準外賃金を含んでいる。

　

(3) 労働組合の状況

労使関係について特に記載すべき事項はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国の経済環境は、リーマンショック後に急激に落ち込んだ輸出に回復の

兆しがみられ、更に政府の景気対策による若干の効果がみられるものの、個人消費及び企業における設備

投資は低い水準で推移した。

当不動産業界においては、いわゆる「価格崩壊型不況」に加え、リーマンショック後のデベロッパーの

破綻による不動産業界に対する信用不安が重なった結果、平成21年の新設住宅着工戸数は45年ぶりに80

万戸を割り込む低水準となった。また、最近の地価公示によると、商業地及び住宅地の昨年に引き続き下

落し、三大都市圏の平均もほぼ全ての地点で下落するなど、当業界の環境は極めて厳しい状況にある。

このような状況のもとで、当社グループの当連結会計年度における業績は、不動産市況の低迷による販

売用不動産売上高の減少、豪州関係会社における新会計基準の適用による影響から、売上高は、23億76百

万円（前連結会計年度は31億18百万円）、経常損失10億40百万円（同53百万円の利益）、当期純利益16億

70百万円（同７億99百万円の損失）となった。

　

事業の種類別セグメントの実績を示すと、次のとおりである。

・不動産事業

売上高については、主に販売用不動産売上高の減少により８億12百万円（前連結会計年度は11億62

百万円）となり、営業損益は、７億39百万円の損失（同９億７百万円の損失）となった。

・海外PFI事業

売上高については、当連結会計年度より、豪州の持分法適用関連会社が、新会計基準（ＩＦＲＩＣ第

12号に係る会計基準）を適用し資産の認識方法を変更したこと等から、７億25百万円（同10億66百万

円）となり、営業利益は、６億62百万円（同10億３百万円）となった。

・娯楽事業

売上高については、北京の遊園地事業において大手同業者との競争が激化していること等により９

億19百万円（同９億70百万円）となり、営業損益は、２億68百万円の損失（同２億70百万円の損失）と

なった。
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所在地別セグメントの実績を示すと、次のとおりである。

　

・国内

売上高については、販売用不動産売上高が減少したものの、海外PFI事業の売上高の増加により28億

89百万円（同26億85百万円）となり、営業利益は、９億50百万円（同１億93百万円）となった。

・在外

売上高については、当連結会計年度より、豪州の持分法適用関連会社が、新会計基準（ＩＦＲＩＣ第

12号に係る会計基準）を適用し資産の認識方法を変更したこと等から、12億20百万円（同16億８百万

円）となり、営業利益は、４億35百万円（同８億５百万円）となった。

地域別に見ると、北米については売上高は31百万円（同52百万円）、営業損益は１億51百万円の損失

（同１億30百万円の損失）、オセアニアについては売上高は32百万円（同３億11百万円）、営業損益は

４百万円の損失（同２億82百万円の利益）、アジアについては売上高は11億55百万円（同12億44百万

円）、営業利益は５億91百万円（同６億52百万円）であった。

　

（注）事業の種類別セグメント及び所在地別セグメントの売上高の金額には、セグメント間の内部売上高又は振替高を

含んでいる。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、７億32百万円の資金の増加（前連結

会計年度は13億97百万円の資金の増加）となった。販売用不動産の売上低迷等により、前連結会計年度に

比べ資金の増加額は減少した。

投資活動によるキャッシュ・フローは、５百万円の資金の増加（同13億66百万円の資金の増加）と

なった。子会社及び賃貸用不動産の売却が一巡したこと等により、前連結会計年度に比べ資金の増加額は

大幅に減少した。

財務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負債の削減に努めた結果、20億33百万円の資金の減少

（同38億59百万円の資金の減少）となった。

以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は前連結会計年度末に比べ２億67百万円減

少し、60億３百万円となった。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループが営んでいる事業はいずれも「生産、受注」を定義することが困難であるため、「生産、受

注の状況」は記載していない。

　

販売実績

事業の種類別セグメント 金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）

不動産事業 732 30.8 67.7

海外PFI事業 725 30.5 68.0

娯楽事業 919 38.7 94.8

合計 2,376 100 76.2

(注)　セグメント間の取引については相殺消去している。

　

３ 【対処すべき課題】

今後のわが国の経済において、不動産業界の状況は依然として厳しいものの、住宅取得に係る贈与税非課

税枠の拡充等、住宅購入のインセンティブを高める効果が期待されている。

このような情勢下、当社グループは、不動産販売事業においては戸建分譲事業の展開、不動産賃貸事業に

おいては早期にテナント誘致を図るとともに、保有資産を有効利用の一環として新たな賃貸事業物件に転

換する等、不動産事業全体における利益率の改善を目指していく。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの事業、経営成績、財政状態に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクについては、以下の

とおりである。記載内容のうち将来に関する事項については、提出日現在において当社グループが判断した

ものである。

(1) 売上高の変動

当社は、有利子負債削減を目的としてたな卸不動産の処分に努めている。これにより手持残高は減少

し、将来において売上高も減少していく可能性がある。また、海外PFI事業は有期事業であり、運営期間が

満了すれば事業は清算される。

(2) 経済情勢の変化

オフィスビル市場は景気の動向に影響を受けやすいこと、また住宅市場も景気の動向に伴う雇用環境

や所得環境に影響を受けやすいことから、将来のわが国の経済情勢が悪化した場合には、当社グループの

業績に悪影響を与える可能性がある。

(3) 予期しない法制、税制の変更若しくは導入

不動産関連法制、税制が変更された場合には、当社グループの事業に悪影響を与え、また所有不動産の

価値の低下につながる可能性がある。

(4) 海外における事業

当社グループは、米国、オセアニア及びアジアで事業を行っている。当該各国の経済、政情や政府による

規制等に起因した予期せぬ事象が発生した場合には、当社グループの業績や財政状態に悪影響を与える

可能性がある。

(5) 為替レートの変動

当社は、各地域における現地通貨建の財務諸表等を、連結財務諸表作成のために円換算している。換算

時の為替レートが変動した場合には、もとの現地通貨における価値が変わらなかったとしても、円換算後

の価値に影響を与える可能性がある。

(6) 金利の変動

金利水準が上昇した場合には、支払利息の増加などにより、当社グループの業績に悪影響を与える可能

性がある。

(7) 地震、戦争、その他の社会情勢の混乱

地震、戦争等が発生し、社会情勢が混乱した場合には、当社グループの業績や財政状態に悪影響を与え

る可能性がある。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

北京遊楽園有限公司は、平成22年１月28日に開催された董事会において、平成22年６月17日の合弁期間満

了をもって、会社清算を行うことを決議した。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項なし。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項については、提出日現在において当社グループが判断したものである。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されている。連結財務諸表の作成にあたっては、資産並びに収益に影響を与える見積りや判断が必要

であり、これらは過去の実績や現状等を勘案し合理的に算定しているが、見積り特有の不確実性があり、

実際の結果は異なる場合がある。

(2) 当連結会計年度の財政状態の分析

（資産）

当連結会計年度末の資産の残高は、前連結会計年度に比べ１億75百万円増加し、281億円となった。

流動資産は、借入金の返済による現金預金の減少、たな卸不動産の売却及び販売用不動産の簿価切下

げによる減少等により、前連結会計年度に比べ９億15百万円減少し、154億18百万円となった。

有形固定資産は、子会社の新規連結による増加等があったため、前連結会計年度に比べ３億36百万円

増加し、67億16百万円となった。

投資その他の資産は、長期債権の回収、繰延税金資産の取崩し及び新規連結による減少があったもの

の、豪州の持分法適用会社が、新会計基準（ＩＦＲＩＣ第12号に係る会計基準）を適用し、資産の認識

方法を変更したこと等から、前連結会計年度に比べ７億54百万円増加し、57億78百万円となった。

（負債）

当連結会計年度末の負債の残高は、前連結会計年度に比べ19億54百万円減少し、153億72百万円と

なった。

流動負債は、買掛金の支払等により、前連結会計年度に比べ41百万円減少し、９億36百万円となった。

固定負債は、長期借入金の返済等により、前連結会計年度に比べ19億12百万円減少し、144億35百万円

となった。

（純資産）

当連結会計年度末の純資産の残高は、当期純利益の計上による利益剰余金の増加等により、前連結会

計年度に比べ21億30百万円増加した。その結果、純資産の残高は、127億28百万円となった。
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(3) 当連結会計年度の経営成績の分析

（売上高）

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ７億41百万円減少し、23億76百万円となった。こ

れは、日本の販売用不動産売上高が減少したこと、豪州の持分法適用会社が、新会計基準（ＩＦＲＩＣ

第12号に係る会計基準）を適用し、資産の認識方法を変更したこと等によるものである。

（営業利益）

当連結会計年度の営業損益は、前連結会計年度に比べ１億71百万円減少し、３億45百万円の営業損失

となった。これは、売上高が減少したこと等によるものである。

（経常利益）

当連結会計年度の経常損益は、前連結会計年度に比べ10億93百万円減少し、10億40百万円の経常損失

となった。これは、上記新会計基準の適用により、持分法による投資損失を計上したこと等によるもの

である。

（当期純利益）

上述のとおり、経常損失を計上したものの、特別利益において上記新会計基準の適用による在外関連

会社の会計基準変更による累積的影響額の計上等により、税金等調整前当期純利益20億14百万円を計

上した。

法人税等は、繰延税金資産の取り崩し等により、３億44百万円を計上した。

以上により、当連結会計年度は16億70百万円の当期純利益となった。

(4) 当連結会計年度のキャッシュ・フロー状況の分析

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ６億64百万

円減少し、７億32百万円の資金の増加となった。これは、販売用不動産の売上低迷等によるものである。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ13億60百万

円減少し、５百万円の資金の増加となった。これは、子会社及び賃貸用不動産の売却が一巡したこと等

によるものである。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、上述のとおり、営業活動及び投資活

動によるキャッシュ・フローが減少したため、長期借入金の返済による支出等も減少し、20億33百万円

の資金の減少となった。

以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ２億67百万円減

少し、60億３百万円となった。
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第３ 【設備の状況】

「第３　設備の状況」における各事項の記載金額には、消費税等は含まれていない。

１ 【設備投資等の概要】

　当連結会計年度は、娯楽施設の設備維持を中心に投資を行い、その総額は21百万円であった。

　

２ 【主要な設備の状況】

　

(1)提出会社

名称

（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物

機械運搬具
工具器具
備品

土地
(面積千㎡)

合計

山代ゴルフ倶楽部

（石川県加賀市）
娯楽事業 ゴルフ場 497 01,358(1,608)1,856 ─

　

(2)国内子会社

会社名

（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物

機械運搬具
工具器具
備品

土地
(面積千㎡)

合計

㈱山代ゴルフ倶楽部

（石川県加賀市）
娯楽事業 ゴルフ場 28 28 78 134

27
[40]

　

(3)在外子会社

会社名

（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物

機械運搬具
工具器具
備品

土地
(面積千㎡)

合計

北京遊楽園有限公司

（中国北京市）
娯楽事業 遊園地 173 430

─
(─)

603
138
[23]

　

(注) １　帳簿価額には建設仮勘定を含まない。

２　従業員数の[　]は臨時従業員数を外書している。

３　当社は、㈱山代ゴルフ倶楽部にゴルフ場施設を賃貸している。

㈱山代ゴルフ倶楽部の土地は造成費用等のみであるため、面積の記載は省略している。

４　上記のほか主要な賃借中の設備

会社名 事業所名(所在地) 設備の内容 年間賃借料(百万円)

提出会社 東京本社(東京都千代田区) 本社機能 18
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1)重要な設備の新設等

継続的に賃貸事業・娯楽事業等の施設維持関連投資を予定しているが、特記すべき設備の新設の計画

はない。

　

(2)重要な設備の除却等

会社名

（所在地）

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
期末帳簿価額
(百万円)

北京遊楽園有限公司

（中国北京市）
娯楽事業 遊園地 603
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 267,000,000

計 267,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年６月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 66,823,252 66,823,252該当なし
単元株式数は
1,000株である。

計 66,823,252 66,823,252― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以降に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はな

い。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成15年10月１日
(設立)

66,823,25266,823,2525,000 5,000 5,073 5,073
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(6) 【所有者別状況】

平成22年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 25 13 204 52 4 7,2727,570 ―

所有株式数
(単元)

― 2,1852,1638,90521,051 6 26,31860,6286,195,252

所有株式数
の割合(％)

― 3.60 3.57 14.6934.72 0.01 43.41 100 ―

(注) １　自己株式6,179,097株は「個人その他」に6,179単元、「単元未満株式の状況」に97株含めて記載している。

２　「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が、それ

ぞれ189単元及び700株含まれている。

　

(7) 【大株主の状況】

平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ソーラーウインドツーリミテッ
ド 東京支店

東京都港区西麻布３丁目20番16号 15,013 22.46

ニューリアルプロパティ　　　株式
会社

福井県福井市中央２丁目６番８号 6,179 9.24

熊谷組互助会 東京都新宿区津久戸町２番1号 1,930 2.88

シージーエムエフピー－ピー
シーエフ　エクイティ

388　GREENWICH STREET, NEW YORK, NY 10013
U.S.A

1,781 2.66

メリルリンチ日本証券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目４番１号 1,458 2.18

ドイツ証券会社　東京支店 東京都千代田区永田町２丁目11番１号 1,328 1.98

大手町建物株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目３番２号 1,275 1.90

熊谷太一郎 東京都新宿区市谷甲良町 897 1.34

豊川機械株式会社 愛知県豊川市穂ノ原２丁目１番地 860 1.28

ツクドマテリアル株式会社 東京都新宿区揚場町２番12号 831 1.24

ツクド資材販売株式会社 東京都新宿区揚場町２番12号 831 1.24

計 ― 32,384 48.46
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式    6,179,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   54,449,00054,449 ―

単元未満株式 普通株式    6,195,252 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 66,823,252 ― ―

総株主の議決権 ― 54,449 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が、それ

ぞれ189,000株(議決権189個)及び700株含まれている。

　

② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)　　　　
ニューリアルプロパティ
株式会社

福井県福井市中央２丁目
６番８号

6,179,000 ― 6,179,0009.24

計 ― 6,179,000 ― 6,179,0009.24

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項なし。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 152,085 9,802,760

当期間における取得自己株式 7,968 462,144

(注)　当期間における取得自己株式数には平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の　買

取りによる株式数は含まれておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他(─) ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 6,179,097 ─ 6,187,065 ─

(注)　当期間における保有自己株式数には平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の　買

取りによる株式数は含まれておりません。

　

３ 【配当政策】

配当政策としては、内部留保の充実による経営基盤の強化並びに財務体質の強化を図りながら株主への

利益還元に努め、今後の業績の見通しを勘案して配当金を決定することを基本方針としている。

また、配当回数については、期末配当の年１回とし、配当の決定機関は株主総会である。

当期の配当金については繰越損失を抱えている状況であることから、引続き無配とした。不動産事業の利

益率の改善を目指すとともに、国内子会社の事業を推進し経営基盤の安定化に努めてまいる所存である。

　

４ 【株価の推移】

該当事項なし。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長
(代表
取締役)

― 東　　　信　彦 昭和18年６月24日生

昭和41年４月 株式会社熊谷組入社

(注)１ 268

平成９年６月 同社取締役

平成12年12月 同社取締役副社長

平成13年１月 同社執行役員副社長

平成15年10月 当社取締役社長(現任)

平成18年５月 北京遊楽園有限公司董事長(現任)

専務取締役
（代表
取締役）

─ 島　　鏡 太 郎 昭和30年６月25日生

昭和55年４月 株式会社熊谷組入社

(注)１ 48

平成12年10月  同社事業推進室部長

平成15年10月  当社入社

平成15年10月  当社債権管理部長

平成19年４月  当社国内事業部統括部長

平成19年６月  当社取締役

　  国内事業部統括部長

　  株式会社ドリーム九重取締役社長

  (現任)

平成19年11月  株式会社山代ゴルフ倶楽部取締役社長

  (現任)　

平成19年12月  当社常務取締役

平成22年６月  当社専務取締役(現任)

専務取締役 ─ 坂　口　金　幸 昭和22年３月27日生

昭和44年４月 株式会社熊谷組入社

(注)１ 127平成12年10月 同社事業推進室長

平成15年10月 当社専務取締役(現任)

監査役 常勤 永　田　政　男 昭和24年８月29日生

昭和49年４月 株式会社熊谷組入社

(注)２ 126平成13年２月 同社管理本部総務部長

平成15年10月 当社常勤監査役(現任)

監査役 非常勤 森　井　佑　一 昭和22年４月24日生

昭和46年４月 株式会社熊谷組入社

(注)２ 2
平成13年４月  同社監査室長

平成15年６月  土地興業株式会社常勤監査役

平成18年６月  当社監査役(現任)

監査役 非常勤 唐　澤　貴　夫 昭和34年９月29日生

平成２年４月 弁護士登録

(注)２ 250

　 兼子岩松法律事務所入所

平成16年７月 財務省関東財務局証券検査官

平成18年３月

平成22年６月

兼子岩松法律事務所復帰

当社監査役(現任)

計 822

(注) １　取締役の東 信彦、島 鏡太郎、坂口 金幸の任期は、平成22年３月期に係る定時株主総会終結のときから平成24

年３月期に係る定時株主総会終結の時までである。

２　監査役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の

時までである。 

３　監査役は全員、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」である。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、株主をはじめとするすべてのステークホルダー(利害関係者)にとっての企業価値の増大に

向けて、経営環境・社会環境の変化に対応すべく、より迅速な意思決定と適法・適切な業務執行が不可

欠であるという認識の下、コーポレート・ガバナンスの強化を経営重要課題のひとつと位置づけてい

る。

② 会社の機関の内容並びに内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況

ａ. 会社の機関の内容

（取締役会）

取締役会は、原則毎月１回の開催に加え、必要に応じ随時開催し、法令に定められた事項及び経営

に関する重要事項の決定を行い、業務執行状況を逐次監督している。また、監査役は取締役会に出

席し、必要に応じて意見を述べている。

（監査役会）

当社は、監査役制度を採用しており、社外監査役３名で構成されている。監査役会は監査役全員を

もって構成され、監査の方針、監査計画、監査業務の分担等を策定している。監査役会は、会計監査

人からの報告の聴取、取締役等からの営業報告聴取を行うとともに、取締役の職務の執行状況を監

査し、各監査役の監査結果について相互に意見・情報交換を行い、監査の実効性の確保に努めてい

る。社外監査役のうち１名については弁護士を選任し、法律知識に基づいた監査機能の強化によ

り、取締役の業務執行の適法性確保に資している。 

なお、社外監査役３名のうち１名は当社と顧問弁護士契約を締結している。

（内部管理体制）

企業倫理の確立を図るため、「コンプライアンス室」を設置しており、遵法精神の維持・向上に努

めている。また、当社は、複数の弁護士と顧問契約を締結し、法律上の判断を必要とする場合に適時

アドバイスを受けている。

（会計監査人の状況）

当社は、仰星監査法人により会社法及び金融商品取引法に基づく厳正な会計監査を受けている。 

当事業年度に業務を執行した公認会計士は以下のとおりである。

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

代表社員・業務執行社員
中島　次郎

仰星監査法人
神山　俊一

監査業務に係る補助者は、公認会計士１名、会計士補等５名である。

ｂ. 内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況

当社は、以下のとおり、当会社の業務の適正を確保するための体制を整備している。

　（取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制）

　・法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範として「コンプライアンス基

本方針」を定める。また、その徹底を図るため、コンプライアンス室においてその取り組みを横

断的に統括することとし、コンプライアンス体制の維持・向上を図る。

　・法令上疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行うよう指導し、また、そうした行

為により何ら不利益を受けるものでないことを徹底する。
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　（取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項）

　・文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体（以下、文書等とい

う）に記録し、保存する。

　・取締役及び監査役は、文書管理規定により、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。 

　（損失の危険の管理に関する規程その他の体制）

　・各部門所管業務に関するリスクについては各担当部門が、組織横断的なリスクについてはコン

プライアンス室が、それぞれリスク想定・分析を行うとともに、適時見直しを行う。

　・各取締役は、リスク管理について責任を持つとともに、リスク分析やリスク対応の状況につい

ては、適時取締役会に報告を行う。

　・不測の事態が発生した場合には、取締役会が指名する者を責任者として迅速な対応を行い、損

害の拡大を防止し、これを最小限に止める体制を整える。

　（取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制）

　・取締役会を月１回定時に開催するほか、適宜臨時に開催し、迅速かつ効率的に業務執行と意思

決定を行う。

　・経営計画において毎年度の基本的な経営方針・計画を定めて各部門の目標と責任を明確にす

る。

　・取締役、監査役及び各部門長により構成された業務報告会議を月１回定期的に開催し、各部門

より業績のレビューと改善策を報告させ、具体的な施策を実施させるものとする。

　・組織規程、業務分掌規程、決済手続規程により、それぞれの責任者及びその責任、執行手続を明

確にし、業務の効率化を図る。

　（当会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制）

　・グループ経営を図るため、また、適正な業務遂行を確認するため、グループ会社に取締役及び監

査役を派遣する。

　・グループ会社管理規程に基づき、当社への決裁・報告制度によりグループ各社の経営管理を行

うとともに、子会社の経営上の重要事項については、当社取締役会にて審議する。 

（監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制なら

びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項）

　・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役の職務を補助する使用

人を置くものとする。

　・監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して、取締役等の指揮命令

を受けないものとする。

　（取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制）

　・取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社及び当社グループに重大な影響

を及ぼす事項を知った時は、遅滞なく報告するものとする。

　・前記に関わらず、監査役は必要に応じて、取締役及び使用人に対し報告を求めることができる

ものとする。

　（その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制）

　・監査役は代表取締役社長、会計監査人と定期的に意見交換会を開催することとする。
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ｃ. 役員報酬の内容

　　取締役の年間報酬総額 36百万円

　　監査役の年間報酬総額 14百万円

　　(注１)　当社には社外取締役はいない。

　　(注２)　当社の監査役は全員社外監査役である。

ｄ. 責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結している。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会計監査人に悪意又は重

大な過失があった場合を除き、１千万円又は法令が定める最低責任限度額のいずれか高い額として

いる。

ｅ．取締役の定数

当社の取締役は５名以内とする旨定款に定めている。

ｆ．取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、累積投票によらない旨定款に定めてい

る。

ｇ．株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定

めている。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運

営を行うことを目的としている。

ｈ．株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項及びその理由

当社は、取締役及び監査役が、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにする

ため、会社法第426条１項の規定により、取締役及び監査役（取締役及び監査役であったものを含

む）の同法423条１項の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役の決議によって免除すること

ができる旨を定款に定めている。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 16,000 ─ 16,000 ─

連結子会社 ─ ─ ─ ─

計 16,000 ─ 16,000 ─

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項なし。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項なし。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

　　　　該当事項なし。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

　(1) 　当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

   なお、前連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成している。

　

　(2) 　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日か

ら平成21年３月31日まで）及び当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで) の連

結財務諸表並びに前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）及び当事業年度（平成

21年４月１日から平成22年３月31日まで）の財務諸表について、仰星監査法人による監査を受けてい

る。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,826 6,427

受取手形 7 4

売掛金 59 34

販売用不動産 ※1
 9,270

※1
 8,655

繰延税金資産 14 1

その他 155 293

流動資産合計 16,333 15,418

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2
 2,864

※2
 3,336

機械、運搬具及び工具器具備品 1,805 1,822

土地 ※3
 3,800

※3
 3,857

建設仮勘定 93 80

減価償却累計額 △2,184 △2,380

有形固定資産合計 6,379 6,716

無形固定資産 188 188

投資その他の資産

投資有価証券 ※4
 1,804

※4
 344

関係会社株式 － 2,648

長期営業外未収入金 1,995 1,939

破産更生債権等 1,672 1,530

繰延税金資産 505 182

その他 ※5
 1,279

※5
 1,286

貸倒引当金 △2,233 △2,154

投資その他の資産合計 5,023 5,778

固定資産合計 11,591 12,682

資産合計 27,925 28,100
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 597 526

未払法人税等 12 18

賞与引当金 13 12

その他 355 378

流動負債合計 978 936

固定負債

長期借入金 15,422 13,399

退職給付引当金 17 26

関係会社事業損失引当金 731 863

負ののれん 35 17

受入敷金保証金 141 128

固定負債合計 16,348 14,435

負債合計 17,326 15,372

純資産の部

株主資本

資本金 5,000 5,000

資本剰余金 5,073 5,073

利益剰余金 11,822 13,496

自己株式 △277 △287

株主資本合計 21,617 23,281

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 △11,019 △10,554

評価・換算差額等合計 △11,019 △10,554

少数株主持分 － 1

純資産合計 10,598 12,728

負債純資産合計 27,925 28,100
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高

不動産事業売上高 1,082 732

海外PFI事業売上高 1,066 725

その他の事業売上高 970 919

売上高合計 3,118 2,376

売上原価

不動産事業売上原価 ※1
 1,649

※1
 1,104

その他の事業売上原価 253 234

売上原価合計 1,902 1,338

売上総利益

不動産事業総損失（△） △566 △371

海外PFI事業総利益 1,066 725

その他の事業総利益 716 684

売上総利益合計 1,216 1,038

販売費及び一般管理費 ※2
 1,390

※2
 1,383

営業損失（△） △174 △345

営業外収益

受取利息 133 76

受取配当金 2 5

為替差益 281 12

業務受託料 － 77

その他 95 44

営業外収益合計 512 216

営業外費用

支払利息 206 238

証券代行手数料 57 －

持分法による投資損失 － 636

その他 21 36

営業外費用合計 284 911

経常利益又は経常損失（△） 53 △1,040
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

特別利益

前期損益修正益 62 －

固定資産売却益 － ※3
 1

債権回収差益 28 －

関係会社事業損失引当金戻入額 130 －

在外関連会社の会計基準変更による累積的影響
額

－ ※4
 3,333

その他 1 55

特別利益合計 222 3,389

特別損失

前期損益修正損 － 33

固定資産売却損 ※5
 80

※5
 2

貸倒損失 3 －

減損損失 ※6
 25

※6
 46

貸倒引当金繰入額 93 －

関係会社事業損失引当金繰入額 － 216

その他 26 35

特別損失合計 229 334

税金等調整前当期純利益 46 2,014

法人税、住民税及び事業税 49 9

法人税等調整額 796 335

法人税等合計 846 344

少数株主利益 － 0

当期純利益又は当期純損失（△） △799 1,670
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,000 5,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,000 5,000

資本剰余金

前期末残高 5,073 5,073

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,073 5,073

利益剰余金

前期末残高 12,621 11,822

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △799 1,670

連結範囲の変動 － 3

当期変動額合計 △799 1,673

当期末残高 11,822 13,496

自己株式

前期末残高 △177 △277

当期変動額

自己株式の取得 △100 △9

当期変動額合計 △100 △9

当期末残高 △277 △287

株主資本合計

前期末残高 22,517 21,617

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △799 1,670

連結範囲の変動 － 3

自己株式の取得 △100 △9

当期変動額合計 △899 1,664

当期末残高 21,617 23,281
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

為替換算調整勘定

前期末残高 △8,254 △11,019

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,764 464

当期変動額合計 △2,764 464

当期末残高 △11,019 △10,554

評価・換算差額等合計

前期末残高 △8,254 △11,019

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,764 464

当期変動額合計 △2,764 464

当期末残高 △11,019 △10,554

少数株主持分

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 1

当期変動額合計 － 1

当期末残高 － 1

純資産合計

前期末残高 14,262 10,598

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △799 1,670

連結範囲の変動 － 3

自己株式の取得 △100 △9

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,764 465

当期変動額合計 △3,664 2,130

当期末残高 10,598 12,728
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 46 2,014

減価償却費 192 204

減損損失 25 46

貸倒引当金の増減額（△は減少） 93 21

貸倒損失 3 9

関係会社事業損失引当金の増減額（△は減少） △130 216

債権回収差損益(△は益) △28 △25

その他の特別損益（△は益） － △3,333

受取利息及び受取配当金 △135 △81

支払利息 206 238

固定資産売却損益（△は益） 79 1

持分法による投資損益（△は益） － 636

売上債権の増減額（△は増加） 4 27

販売用不動産の増減額（△は増加） 1,119 615

その他の資産の増減額（△は増加） 520 443

仕入債務の増減額（△は減少） △103 △76

その他の負債の増減額（△は減少） △78 △3

その他 △282 △83

小計 1,533 871

利息及び配当金の受取額 138 101

利息の支払額 △205 △237

法人税等の支払額 △68 △3

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,397 732

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 256 131

有形固定資産の取得による支出 △188 △20

有形固定資産の売却による収入 1,302 1

投資有価証券の取得による支出 － △7

貸付けによる支出 － △141

その他 △4 41

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,366 5

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △3,758 △2,023

自己株式の取得による支出 △100 △9

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,859 △2,033

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,225 416

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,320 △878

現金及び現金同等物の期首残高 8,592 6,271

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 610

現金及び現金同等物の期末残高 6,271 6,003
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　　　　　　12社 (1) 連結子会社の数　　　　　　13社

　 連結子会社名は、「第１ 企業の概

況」の「４ 関係会社の状況」に記載

のとおり。

 

連結子会社名は、「第１ 企業の概

況」の「４ 関係会社の状況」に記載

のとおり。
　なお、リライアンスインベストメント
LLCは、重要性が増したことにより、当連
結会計年度より連結子会社に含めるこ
とととした。

 
　 (2) 主要な非連結子会社名

　㈱坂畑ゴルフクラブ

(2)　　　　　　同左

　 （連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模会社

であり、合計の総資産、売上高、当期純

損益(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等が、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしていな

い。

 

　

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用の関連会社名
　若狭観光開発㈱、トンネルホールディ
ングPTY.リミテッド
 

(1) 持分法適用の関連会社名
同左

　 (2) 持分法非適用の主要な非連結子会

社名

　㈱坂畑ゴルフクラブ

持分法非適用の関連会社名

　P.T.カディインターナショナル

　持分法非適用の非連結子会社及び関

連会社は、それぞれ当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等からみて、連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持分法の

適用から除外している。

 

(2) 持分法非適用の主要な非連結子会

社名
同左

持分法非適用の関連会社名
　キープフェアリーカンパニーリミテッ
ド
　持分法非適用の非連結子会社及び関

連会社は、それぞれ当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等からみて、連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持分法の

適用から除外している。

 
３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

 

連結子会社のうち、クマガイオース

トラリアファイナンスPTY.リミテッ

ド、クマガイオーストラリアPTY.リミ

テッド、クマガイインターナショナル

リミテッド、KGランドニューヨーク

コーポレイション、KGクラウンコーポ

レイション、NRPホールディングコーポ

レイション、北京遊楽園有限公司及び

ブロードストリートリアルティ㈱の決

算日は、12月31日である。連結財務諸表

作成にあたっては、同決算日現在の財

務諸表を使用している。ただし、１月１

日から連結決算日３月31日までの期間

に発生した重要な取引については連結

上必要な調整を行っている。

上記以外の連結子会社の事業年度

は、連結財務諸表提出会社と同一であ

る。　

なお、㈱ドリーム九重については、当

連結会計年度より決算日を３月31日に

変更している。

 

連結子会社のうち、クマガイオース

トラリアファイナンスPTY.リミテッ

ド、クマガイオーストラリアPTY.リミ

テッド、クマガイインターナショナル

リミテッド、KGランドニューヨーク

コーポレイション、KGクラウンコーポ

レイション、NRPホールディングコーポ

レイション、リライアンスインベスト

メントLLC、北京遊楽園有限公司及びブ

ロードストリートリアルティ㈱の決算

日は、12月31日である。連結財務諸表作

成にあたっては、同決算日現在の財務

諸表を使用している。ただし、１月１日

から連結決算日３月31日までの期間に

発生した重要な取引については連結上

必要な調整を行っている。

上記以外の連結子会社の事業年度

は、連結財務諸表提出会社と同一であ

る。　
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

４　会計処理基準に関する事

項

　 　

　(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

有価証券

　その他有価証券

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

 

有価証券

　その他有価証券

　　時価のないもの
同左

　 たな卸資産

　材料貯蔵品

　　移動平均法による原価法

　　（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切り下げの方法により

算定）

　販売用不動産

　　個別法による原価法

　　（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切り下げの方法により

算定）

（会計方針の変更）

当連結会計年度より、「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会

計基準第９号　平成18年７月５日公

表分）を適用している。

　これにより営業損失は547百万円増

加し、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ547百万円減少

している。

　なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載している。
 

たな卸資産

　材料貯蔵品
同左

 
　　

 

　販売用不動産
同左

 
 

　(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 

有形固定資産

　定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。

　建物・構築物　２～50年

 

有形固定資産
同左

 

　 無形固定資産

　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用している。

 

無形固定資産
同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　(3) 重要な引当金の計上基

準

 

貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、過去

の一定期間における貸倒実績等から算

出した貸倒実績率により計算した金額

のほか、貸倒懸念債権等については個

別に債権を評価して回収不能見込額を

計上している。

 

貸倒引当金
同左

 

　 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上している。

 

賞与引当金
同左

 

　 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

に基づき計上している。

 

退職給付引当金
同左

 

　 関係会社事業損失引当金

関係会社等が行なう開発事業の整理

又は清算に際して負担することが見込

まれる損失に備えるため、その事業内

容等を検討して計上している。

 

関係会社事業損失引当金
同左

 

　(4) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

 

消費税等に相当する額の会計処理

消費税及び地方消費税に相当する額

の会計処理は、税抜方式によっている。

 

消費税等に相当する額の会計処理
同左

 

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっている。

 

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　５年間の定額法により償却を行ってい

る。

 

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなる。

 

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

───────── 当連結会計年度より、豪州の持分法適用関連会社で

あるトンネルホールディングPTY.リミテッドは、IFRIC

第12号に係る会計基準を適用している。

　これにより、従来の方法に比べて、営業損失は264百万

円、経常損失は894百万円、税金等調整前当期純利益は

2,438百万円、それぞれ増加している。

　セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載して

いる。

　 なお、上記会計方針の変更は下期に行われたため、中

間・期末の首尾一貫性を欠くことになった。従って、当

中間連結会計期間は従来の方法によっており、当連結

会計年度と同一の方法によった場合に比べて、営業損

失は130百万円、経常損失は765百万円、税金等調整前中

間純利益は2,436百万円、それぞれ少なく計上されてい

る。
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【表示方法の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

───────── （連結貸借対照表関係）

前連結会計年度において、「投資有価証券」に含め

ていた「関係会社株式」は、重要性が増したため、当連

結会計年度より区分掲記することとした。なお、前連結

会計年度の「投資有価証券」に含まれる「関係会社株

式」は1,468百万円である。

 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において、特別利益の「その他」に

含めていた「前期損益修正益」は、特別利益の総額の

100分の10を超えたため、当連結会計年度より区分掲記

することとした。なお、前連結会計年度の特別利益の

「その他」に含まれる「前期損益修正益」は39百万円

である。

 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において、営業外収益の「その他」

に含めていた「業務受託料」は、表示方法を見直し、当

連結会計年度より区分掲記することとした。なお、前連

結会計年度の営業外収益の「その他」に含まれる「業

務受託料」は57百万円である。

 

─────────
 

前連結会計年度まで区分掲記していた「証券代行手

数料」（当連結会計年度23百万円）は、営業外費用の

総額の100分の10以下となったため、当連結会計年度よ

り、営業外費用の「その他」に含めて表示することと

した。

 
─────────

 
前連結会計年度まで区分掲記していた「前期損益修

正益」（当連結会計年度１百万円）及び「債権回収差

益」（当連結会計年度25百万円）は、特別利益の総額

の100分の10以下となったため、当連結会計年度より、

特別利益の「その他」に含めて表示することとした。

 
─────────

 
前連結会計年度において、特別損失の「その他」に

含めていた「前期損益修正損」は、特別損失の総額の

100分の10を超えたため、当連結会計年度より区分掲記

することとした。なお、前連結会計年度の特別損失の

「その他」に含まれる「前期損益修正損」は21百万円

である。

 
─────────

 
前連結会計年度まで区分掲記していた「貸倒損失」

（当連結会計年度９百万円）及び「貸倒引当金繰入

額」（当連結会計年度21百万円）は、特別損失の総額

の100分の10以下となったため、当連結会計年度より、

特別損失の「その他」に含めて表示することとした。
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【注記事項】

　

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

１　※４　このうち、非連結子会社及び関連会社に対す
るもの
投資有価証券(株式) 1,468百万円
　 　 　

１　　　　　　　―――――――――

２　下記の資産は、長期借入金15,397百万円の担保に供
している。
 

※１ 販売用不動産 4,913百万円
※２ 建物及び構築物 545　
※３ 土地 2,171　
※４ 投資有価証券 414　
※５ その他 10　
　 計 8,055　
　 　 　 　

２　下記の資産は、長期借入金13,373百万円の担保に供
している。
 

※１ 販売用不動産 4,582百万円
※２ 建物及び構築物 527　
※３ 土地 2,125　
※４ 投資有価証券 408　
※５ その他 9　
　 計 7,653　
　 　 　 　

　

　 (連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　※１　期末販売用不動産は収益性の低下に伴う簿価
切下後の金額であり、次の販売用不動産評価
損が売上原価に含まれている。

　 　 547百万円
　 　 　 　

１　※１　期末販売用不動産は収益性の低下に伴う簿価
切下後の金額であり、次の販売用不動産評価
損が売上原価に含まれている。

　 　 362百万円
　 　 　 　

２　※２　このうち、主要な費目及び金額は次のとおり
である。

　　　従業員給料手当 416百万円

　 　 　

２　※２　このうち、主要な費目及び金額は次のとおり
である。

　　　従業員給料手当 424百万円

　 　 　
３　　　　　　　―――――――――

 
３　※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりである。

　 土地 1百万円
　 　 　 　

４　　　　　　　―――――――――

 
４　※４　豪州の持分法適用関連会社の会計基準変更に

伴うものである。

 
５　※５　固定資産売却損の内訳は次のとおりである。

　 土地 80百万円
　 　 　 　

５　※５　固定資産売却損の内訳は次のとおりである。

　 備品等 2百万円
　 　 　 　

６　※６　減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損

失を計上した。

用途 種類 場所

遊休資産 土地 大分県玖珠郡

当社グループは、賃貸用建物については棟毎に、賃貸

用土地、ゴルフ場及び遊休資産については物件毎に、資

産のグループ化を行った。

地価が著しく下落した資産グループ及び収益性が著

しく低下した資産グループについて帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（25百万

円）として特別損失に計上した。その内訳は土地25百

万円である。なお、当該資産グループの回収可能価額

は、正味売却価額により算定しており鑑定評価額によ

り評価している。

 

６　※６　減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損

失を計上した。

用途 種類 場所

遊休資産 土地 大分県玖珠郡

当社グループは、賃貸用建物については棟毎に、賃貸

用土地、ゴルフ場及び遊休資産については物件毎に、資

産のグループ化を行った。

地価が著しく下落した資産グループ及び収益性が著

しく低下した資産グループについて帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（46百万

円）として特別損失に計上した。その内訳は土地46百

万円である。なお、当該資産グループの回収可能価額

は、正味売却価額により算定しており鑑定評価額によ

り評価している。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式 66,823 ─ ─ 66,823

自己株式 　 　 　 　

　普通株式 4,450 1,576 ─ 6,027

　
　　（注）普通株式の自己株式の増加1,576千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

　
２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　該当事項なし。
　
３　配当に関する事項

　　該当事項なし。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式 66,823 ─ ─ 66,823

自己株式 　 　 　 　

　普通株式 6,027 152 ─ 6,179

　
　　（注）普通株式の自己株式の増加152千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

　
２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　該当事項なし。
　
３　配当に関する事項

　　該当事項なし。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金 6,826百万円

預入れ期間が３ヶ月を超える
定期預金

△555　

現金及び現金同等物 6,271　
　 　 　

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金 6,427百万円

預入れ期間が３ヶ月を超える
定期預金

△423　

現金及び現金同等物 6,003　
　 　 　

　

(リース取引関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)及び当連結会計年度（自　平成21年４月１

日　至　平成22年３月31日）

当社グループは、前連結会計年度及び当連結会計年度のいずれにおいても、記載すべき該当事項はない。

　

(金融商品関係)

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については預金及び安全性の高い金融資産に限定し、また、資　　　　　　　　　

金調達については主に銀行借入や株主からの借入による方針である。デリバティブは利用しない。

　

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されている。当該リスクに関して

は、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日および残高を管理するとと

もに、信用状況の把握を図っている。また、外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されてい

る。

有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リス

クに晒されている。当該リスクに関しては、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、発行体との

関係を勘案して保有状況を継続的に見直している。

営業債務である買掛金は、ほとんどが１年以内の支払期日である。また、外貨建ての営業債務は、為

替の変動リスクに晒されている。

借入金は、金利の変動リスクに晒されている。

営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されているが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計

画を作成するなどの方法により管理している。
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２　金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

ある。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていない（(注2)参

照）。

　 　
連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

(1)現金及び預金 6,427 6,427 ─

(2)受取手形 4 4 ─

(3)売掛金 34 34 ─

(4)投資有価証券 　 　 　

　 　その他有価証券 53 53 ─

(5)長期営業外未収入金 1,939　 　

　 　貸倒引当金(*1) △1,315　 　

　 　 623 623 ─

(6)破産更生債権等 1,530　 　

　 　貸倒引当金(*2) △837　 　

　 　 692 692 ─

資産　計 7,837 7,837 ─

(1)買掛金 526 526 ─

負債　計 526 526 ─

(*1)(*2)長期営業未収入金及び破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除している。

　

(注１)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　

　　資産

　　(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び(3) 売掛金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額に

よっている。

　

　　(4) 投資有価証券

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額に

よっている。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記参

照。

　

　　(5) 長期営業外未収入金及び(6) 破産更生債権等

これらは、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積額を算定しているため、時価は帳

簿価額に近似していることから、当該帳簿価額を時価としている。

　

　　負債

　　(1) 買掛金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額に

よっている。
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(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 連結貸借対照表計上額（百万円）

投資有価証券 　

　その他有価証券　非上場株式 290

関係会社株式 2,648

その他投資等 1,286

長期借入金 13,399

受入敷金保証金 128

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャシュ・フローを見積もることなどができず、時

価を把握することが極めて困難と認められるため、時価を注記していない。

　

(注３)金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　 １年以内（百万円） １年超（百万円）

現金及び預金 6,427 ─

受取手形 4 ─

売掛金 34 ─

長期営業外未収入金および破産更生債権等については、償還予定額が見込めないため記載してい

ない。

　

(注４)長期借入金の連結決算日後の返済予定額

長期借入金（13,399百万円）については現時点においては返済予定額が確定していない。

　

(追加情報)

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を

適用している。

　

(有価証券関係)

　前連結会計年度

　　時価評価されていない有価証券(平成21年３月31日)

　(1) 子会社株式、関連会社株式 1,468百万円

　(2) その他有価証券 　

　　　　非上場株式 282百万円

　　　　ＭＭＦ 53百万円

　

　当連結会計年度

　　その他有価証券(平成22年３月31日)

　 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

ＭＭＦ 53 53 ─

　　　（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　290百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていない。
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)及び当連結会計年度（自　平成　　　21年４

月１日　至　平成22年３月31日）

当社グループは、前連結会計年度及び当連結会計年度のいずれにおいてもデリバティブ取引を利用して

いないので、該当事項はない。

　　

(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

当社及び一部の国内連結子会社については、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けてい

る。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

当社及び一部の国内連結子会社については、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けてい

る。

　

２　退職給付債務に関する事項

　
前連結会計年度

(平成21年３月31日)
(百万円)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

(百万円)

イ. 退職給付債務 △17 △26

ロ. 未積立退職給付債務 △17 △26

ハ. 連結貸借対照表計上額純額 △17 △26

ニ. 退職給付引当金 △17 △26

　　 （注）退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。　　

　

３　退職給付費用に関する事項

　 前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(百万円)

イ. 勤務費用 4 9

ロ. 退職給付費用 4 9

　　 （注）退職給付費用は、「勤務費用」に計上している。
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(税効果会計関係)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

当連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産 　 　

　退職給付引当金 6百万円

　賞与引当金 5　

　貸倒引当金 194　

　たな卸不動産評価減 2　

　繰延消費税等 4　

　関係会社株式等評価減 81　

　投資有価証券評価減 36　

　その他投資等評価減 22　

　減損損失 340　

　会社分割時一時差異 1,906　

　繰越欠損金 123　

繰延税金資産小計 2,725　

評価性引当金 △2,096　

繰延税金資産合計 629　

繰延税金負債 　 　

　会社分割時一時差異 109　

繰延税金負債合計 109　

繰延税金資産の純額 519　
　 　 　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産 　 　

　退職給付引当金 10百万円

　賞与引当金 5　

　貸倒引当金 326　

　たな卸不動産評価減 2　

　関係会社事業損失引当金 72　

　繰延消費税等 2　

　関係会社株式等評価減 81　

　投資有価証券評価減 36　

　その他投資等評価減 22　

　減損損失 359　

　未払金計上過大 1　

　会社分割時一時差異 1,561　

　繰越欠損金 567　

繰延税金資産小計 3,051　

評価性引当金 △2,812　

繰延税金資産合計 239　

繰延税金負債 　 　

　会社分割時一時差異 54　

繰延税金負債合計 54　

繰延税金資産の純額 184　
　 　 　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％
（調整） 　 　
　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

2.1　

　過年度法人税等 △0.8　
　住民税等の均等割額等 9.2　
　海外子会社の受取配当金
　益金不算入

△922.4　

　評価性引当額 2,676.5　
税効果会計適用後の
法人税等の負担率

1,805.4　

　 　 　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％
（調整） 　 　
　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

0.1　

　住民税等の均等割額等 0.2　
　海外子会社の受取配当金
　益金不算入

△18.9　

　評価性引当額 △5.0　
税効果会計適用後の
法人税等の負担率

17.1　
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(賃貸等不動産関係)

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

当社及び一部の子会社では、神奈川県その他の地域において、賃貸商業施設や賃貸オフィスビル、賃貸住

宅を所有している。平成22年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損失は73百万円（賃貸収益は

不動産事業売上高に、賃貸費用は不動産事業売上原価に計上）である。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりである。

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末の時価
（百万円）前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,416 504 1,920 2,265

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額である。

（注２）当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定書に基づく金額である。

　

(追加情報)

当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成

20年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第23号

　平成20年11月28日）を適用している。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

　
不動産事業
(百万円)

海外PFI事業
(百万円)

娯楽事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

1,082 1,066 970 3,118 ─ 3,118

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

80 ─ ─ 80 (80) ─

計 1,162 1,066 970 3,198 (80) 3,118

　　営業費用 2,070 62 1,240 3,373 (80) 3,293

営業利益又は
営業損失（△）

△907 1,003 △270 △174 (─) △174

Ⅱ　資産、減価償却費、
　　減損損失及び資本的支出

　 　 　 　 　 　

　　資産 18,565 2,691 1,257 22,513 5,411 27,925

　　減価償却費 67 4 121 192 ─ 192

　　減損損失 25 ─ ─ 25 ─ 25

　　資本的支出 147 0 44 193 ─ 193

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

　　日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。

２　各区分に属する主要な事業の内容

不動産事業：不動産の売買及び賃貸に関する事業

海外PFI事業：海外PFI事業への投資及び管理に関する事業

娯楽事業：遊園地事業及びゴルフ場事業

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は6,126百万円であり、その主なものは余資運用資金

（現金及び預金）及び長期投資資金（投資有価証券）である。

４　減価償却費、資本的支出には長期前払費用の償却額、増加額がそれぞれ含まれている。

５　会計方針の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業

会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用している。

　この結果、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の営業費用は、不動産事業が547百万円増

加し、営業損失は同額増加している。
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当連結会計年度(自平成21年４月１日　至平成22年３月31日)

　
不動産事業
(百万円)

海外PFI事業
(百万円)

娯楽事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

732 725 919 2,376 ─ 2,376

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

80 ─ ─ 80 (80) ─

計 812 725 919 2,456 (80) 2,376

　　営業費用 1,551 62 1,187 2,802 (80) 2,722

営業利益又は
営業損失（△）

△739 662 △268 △345 (─) △345

Ⅱ　資産、減価償却費、
　　減損損失及び資本的支出

　 　 　 　 　 　

　　資産 17,617 4,851 1,149 23,618 4,481 28,100

　　減価償却費 77 4 122 204 ─ 204

　　減損損失 46 ─ ─ 46 ─ 46

　　資本的支出 15 0 5 21 ─ 21

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

　　日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。

２　各区分に属する主要な事業の内容

不動産事業：不動産の売買及び賃貸に関する事業

海外PFI事業：海外PFI事業への投資及び管理に関する事業

娯楽事業：遊園地事業及びゴルフ場事業

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,283百万円であり、その主なものは余資運用資金

（現金及び預金）及び長期投資資金（投資有価証券）である。

４　減価償却費、資本的支出には長期前払費用の償却額、増加額がそれぞれ含まれている。

５　会計方針の変更

　「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から、豪州の持分法適用関連会社であるトンネルホー

ルディングPTY.リミテッドは、IFRIC第12号に係る会計基準を適用している。

　この結果、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の売上高は、海外PFI事業が264百万円減少

し、営業利益は同額減少している。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

　
日本
(百万円)

北米
(百万円)

オセアニア
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,510 52 311 1,244 3,118 ─ 3,118

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,174 ─ ─ ─ 1,174(1,174) ─

計 2,685 52 311 1,244 4,293(1,174)3,118

　　営業費用 2,491 183 28 591 3,294 (1) 3,293

営業利益又は
営業損失（△）

193 △130 282 652 998 (1,173)△174

Ⅱ　資産 17,3391,369 1,413 2,09222,2155,70927,925

(注) １　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　　 (1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

 　　(2) 各区分に属する主な国又は地域　①　北米　　　……米国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ②　オセアニア……豪州

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ③　アジア　　……中国及び香港

２　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は6,126百万円であり、その主なものは余資運用資金

(現金及び預金)及び長期投資資金(投資有価証券)である。

３　会計方針の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業

会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用している。

　この結果、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の営業費用は、日本が547百万円増加し、営

業損失は同額増加している。
　

当連結会計年度(自平成21年４月１日　至平成22年３月31日)

　
日本
(百万円)

北米
(百万円)

オセアニア
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,156 31 32 1,155 2,376 ─ 2,376

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,733 ─ ─ ─ 1,733(1,733) ─

計 2,889 31 32 1,155 4,110(1,733)2,376

　　営業費用 1,938 183 37 563 2,723 (1) 2,722

営業利益又は
営業損失（△）

950 △151 △4 591 1,386(1,732)△345

Ⅱ　資産 16,3181,374 3,496 2,09823,2884,81128,100

(注) １　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　　 (1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

 　　(2) 各区分に属する主な国又は地域　①　北米　　　……米国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ②　オセアニア……豪州

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ③　アジア　　……中国及び香港

２　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,283百万円であり、その主なものは余資運用資金

(現金及び預金)及び長期投資資金(投資有価証券)である。

３　会計方針の変更

　「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から、豪州の持分法適用関連会社であるトンネルホー

ルディングPTY.リミテッドは、IFRIC第12号に係る会計基準を適用している。

　この結果、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の売上高は、オセアニアが264百万円減少し、

営業利益は同額減少している。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

　
北米 
(百万円)

オセアニア
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

Ⅰ　海外売上高 52 311 1,244 1,608

Ⅱ　連結売上高 　 　 　 3,118

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

1.7 10.0 39.9 51.6

(注) １　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　　 (1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

 　　(2) 各区分に属する主な国又は地域　①　北米　　　……米国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ②　オセアニア……豪州

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ③　アジア　　……中国及び香港

２　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　

当連結会計年度(自平成21年４月１日　至平成22年３月31日)

　
北米 
(百万円)

オセアニア
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

Ⅰ　海外売上高 31 32 1,155 1,220

Ⅱ　連結売上高 　 　 　 2,376

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

1.3 1.4 48.6 51.3

(注) １　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　　 (1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

 　　(2) 各区分に属する主な国又は地域　①　北米　　　……米国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ②　オセアニア……豪州

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ③　アジア　　……中国及び香港

２　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

３　会計方針の変更

　「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から、豪州の持分法適用関連会社であるトンネルホー

ルディングPTY.リミテッドは、IFRIC第12号に係る会計基準を適用している。

　この結果、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の売上高は、オセアニアが264百万円減少し

ている。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17

日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月

17日）を適用している。

　この結果、従来の開示対象範囲との変更はない。

　

１　関連当事者との取引

　(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有割合
(％)

関連当事者

との関係
取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要株主

ソーラー
ウインド
ツーリミテッド
東京支店

東京都
港区

US$
1

債権の
買取業

(被所有)
直接 27.57

資金の借入

資金の
借入

─

長期借入金 15,397
利息の
支払

163

　

　　(イ) 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有割合
(％)

関連当事者

との関係
取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社
㈱坂畑ゴルフ
クラブ

千葉県
君津市

50 不動産事業
(所有)
直接 100

資金援助

役員の兼任

資金の
貸付

─
破産更生
債権等

376

貸倒引当金
戻入額

19 貸倒引当金 △108

子会社
㈱アスワ
リンクス

福井県
福井市

10 不動産事業
(所有)
直接 100

資金援助

役員の兼任

資金の
貸付

3
破産更生
債権等

391

貸倒引当金

繰入額
18 貸倒引当金 △173

　

(注) １　上記（ア）及び（イ）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れている。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 借入利率は市場金利を勘案して決定しており、保有不動産等を担保に供している。

(2) 貸付金については、土地を担保として受領しており、利息を免除している。

　

　(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　　　　該当事項なし。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

　(1) 親会社情報

　　　　該当事項なし。　

　

　(2) 重要な関連会社の要約財務情報

　　　　該当事項なし。　
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当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

１　関連当事者との取引

　(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有割合
(％)

関連当事者

との関係
取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要株主

ソーラー
ウインド
ツーリミテッド
東京支店

東京都
港区

US$
1

債権の
買取業

(被所有)
直接 27.57

資金の借入

資金の
借入

─

長期借入金 13,373
利息の
支払

227

　

　　(イ) 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有割合
(％)

関連当事者

との関係
取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社
㈱坂畑ゴルフ
クラブ

千葉県
君津市

50 不動産事業
(所有)
直接 100

資金援助

役員の兼任

資金の
貸付

─
破産更生
債権等

376

貸倒引当金
繰入額

9 貸倒引当金 △117

子会社
㈱アスワ
リンクス

福井県
福井市

10 不動産事業
(所有)
直接 100

資金援助

役員の兼任

資金の
貸付

4
破産更生
債権等

395

貸倒引当金

繰入額
18 貸倒引当金 △192

　

(注) １　上記（ア）及び（イ）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れている。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 借入利率は市場金利を勘案して決定しており、保有不動産等を担保に供している。

(2) 貸付金については、土地を担保として受領しており、利息を免除している。

　

　(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　　　　該当事項なし。
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２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

　(1) 親会社情報

　　　　該当事項なし。　

　

　(2) 重要な関連会社の要約財務情報

当連結会計年度において、重要な関連会社はトンネルホールディングPTY.リミテッド社であ　　り、そ

の要約財務諸表以下のとおりである。

　 （百万円）

流動資産合計 12,441

固定資産合計 44,558

　 　

流動負債合計 809

固定負債合計 51,330

　 　

純資産合計 4,859

　 　

売上高 9,553

税引前当期純利益金額 △742

当期純利益金額 △1,260
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 174.32円１株当たり純資産額 209.86円

１株当たり当期純損失金額 12.96円１株当たり当期純利益金額 27.53円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、前連結会計年度は１株当たり当期純損失であり、また

潜在株式が存在していないため、当連結会計年度は潜在株式が存在していないため記載していない。

２　１株当たり当期純利益金額及び当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△）(百万円) △799 1,670

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る当期純利益又は
当期純損失（△）(百万円)

△799 1,670

普通株式の期中平均株式数(千株) 61,684 60,684

３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

当連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 10,598 12,728

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ─ 1

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 10,598 12,726

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数(千株)

60,796 60,644

　
　

(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

――――――――― （連結子会社の解散）

北京遊楽園有限公司（当社持分96.7％）は、平成22年1

月28日開催の同社董事会において、平成22年6月17日の合

弁期間の満了をもって、会社清算を行うことを決議した。

これに伴い、平成22年6月14日開催の当社取締役会にお

いて、同社に対して資金援助を行うことを決議した。

(1) 目的　会社清算の資金に資するため

(2) 金額　24,472千RMB

(3) 実施時期　平成22年６月15日

なお、当該援助に関連して、当社は平成22年3月期決算

において関係会社事業損失引当金を168百万円を計上し

た。しかしながら、その後清算計画の見直しを行い、融資

額を24,472千RMBと決議した結果、当社は平成22年9月中

間期において171百万円の損失を計上する見込である。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項なし。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ─ ─ ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ─ ─ ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 ─ ─ ─ ─

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

15,422 13,399 1.70 ―

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

─ ─ ─ ─

その他有利子負債 ─ ─ ─ ─

合計 15,422 13,399 ― ―

(注)　１　平均利率は期末加重平均利率を使用している。

　　　２　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内における返済予定額は以

　　　下のとおりである。

　

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 ─ ─ ─ ─

　

(2) 【その他】

該当事項なし。
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 732 785

受取手形 7 4

売掛金 ※1
 128

※1
 160

販売用不動産 ※2
 9,215

※2
 8,606

前払費用 21 21

繰延税金資産 14 1

その他 ※3
 33

※3
 12

流動資産合計 10,153 9,593

固定資産

有形固定資産

建物 ※4
 1,760

※4
 1,760

減価償却累計額 △332 △387

建物（純額） 1,428 1,373

構築物 ※5
 27

※5
 27

減価償却累計額 △5 △6

構築物（純額） 21 20

機械及び装置 2 2

減価償却累計額 △1 △1

機械及び装置（純額） 1 0

工具、器具及び備品 8 8

減価償却累計額 △7 △7

工具、器具及び備品（純額） 1 1

土地 ※6
 1,671

※6
 1,671

有形固定資産合計 3,124 3,067

無形固定資産

借地権 175 175

ソフトウエア 0 1

無形固定資産合計 175 176

投資その他の資産

投資有価証券 ※7
 281

※7
 281

関係会社株式 ※8
 4,634

※8
 4,521

関係会社長期貸付金 175 175

長期営業外未収入金 ※9
 4,509

※9
 4,967

破産更生債権等 ※10
 2,028

※10
 1,480

繰延税金資産 505 182

その他 ※11
 47

※11
 46

貸倒引当金 △2,704 △2,818

投資その他の資産合計 9,477 8,836

固定資産合計 12,777 12,080

資産合計 22,931 21,674
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 550 515

関係会社短期借入金 378 467

未払金 13 9

未払費用 ※12
 0

※12
 2

未払法人税等 11 17

未払消費税等 1 2

預り金 23 25

前受収益 9 11

賞与引当金 7 8

その他 ※13
 34 0

流動負債合計 1,031 1,059

固定負債

株主、役員又は従業員からの長期借入金 15,397 13,373

退職給付引当金 5 11

関係会社整理損失引当金 － 168

その他 141 128

固定負債合計 15,545 13,682

負債合計 16,576 14,741

純資産の部

株主資本

資本金 5,000 5,000

資本剰余金

資本準備金 5,073 5,073

資本剰余金合計 5,073 5,073

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △3,440 △2,852

利益剰余金合計 △3,440 △2,852

自己株式 △277 △287

株主資本合計 6,354 6,932

純資産合計 6,354 6,932

負債純資産合計 22,931 21,674
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

売上高

不動産事業売上高 ※1
 1,031

※1
 699

その他の事業売上高 ※2
 1,174

※2
 1,733

売上高合計 2,206 2,432

売上原価

不動産事業売上原価 ※3
 1,611

※3
 1,056

売上原価合計 1,611 1,056

売上総利益

不動産事業総損失（△） △579 △356

その他の事業総利益 1,174 1,733

売上総利益合計 595 1,376

販売費及び一般管理費

役員報酬 49 51

従業員給料及び手当 71 74

賞与引当金繰入額 7 8

退職給付引当金繰入額 － 5

法定福利費 16 16

事務用品費 6 5

通信交通費 26 24

地代家賃 19 19

租税公課 27 29

保険料 6 6

雑費 100 100

販売費及び一般管理費合計 333 343

営業利益 261 1,033

営業外収益

受取利息 ※4
 25

※4
 26

受取配当金 ※5
 2,513

※5
 504

為替差益 48 －

その他 ※6
 8

※6
 12

営業外収益合計 2,595 543

営業外費用

支払利息 ※7
 185

※7
 249

証券代行手数料 57 23

控除対象外消費税等 18 10

為替差損 － 27

営業外費用合計 261 311

経常利益 2,595 1,265
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

特別利益

債権回収差益 28 25

会員権売却益 － 27

その他 1 2

特別利益合計 29 54

特別損失

貸倒引当金繰入額 417 214

貸倒損失 3 1

関係会社株式売却損 ※8
 1,667 －

関係会社整理損失引当金繰入額 － ※9
 168

その他 20 8

特別損失合計 2,108 392

税引前当期純利益 516 926

法人税、住民税及び事業税 3 3

法人税等調整額 796 335

法人税等合計 800 338

当期純利益又は当期純損失（△） △283 588
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【不動産事業売上原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　　土地代 　 574 35.6 281 26.7

　　経費 ※１ 492 30.6 418 39.7

　　たな卸資産評価損 　 544 33.8 355 33.6

計 　 1,611 100.0 1,056 100.0

　 　 　 　 　 　

(注)　原価計算の方法は、個別原価計算である。

　

（注）※１　主な内訳は、次のとおりである。

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

項目 金額（百万円） 金額（百万円）

　　公租公課 160 151

　　減価償却費 55 56

　　委託管理費 75 75
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,000 5,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,000 5,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 5,073 5,073

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,073 5,073

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △3,157 △3,440

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △283 588

当期変動額合計 △283 588

当期末残高 △3,440 △2,852

自己株式

前期末残高 △177 △277

当期変動額

自己株式の取得 △100 △9

当期変動額合計 △100 △9

当期末残高 △277 △287

株主資本合計

前期末残高 6,738 6,354

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △283 588

自己株式の取得 △100 △9

当期変動額合計 △383 578

当期末残高 6,354 6,932

純資産合計

前期末残高 6,738 6,354

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △283 588

自己株式の取得 △100 △9

当期変動額合計 △383 578

当期末残高 6,354 6,932
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【重要な会計方針】

　

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1)子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

 

(1)子会社株式及び関連会社株式

同左

　 (2)その他有価証券

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

 

(2)その他有価証券

　時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

販売用不動産

　個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算出）

(会計方針の変更)

　当事業年度より、「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準　第

９号平成18年７月５日公表分）を適用

している。

　これにより、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益が544百万円減少し

ている。

 

販売用不動産

　個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算出）

 
 
 

３　固定資産の減価償却の方

法

(1)有形固定資産

　定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。

建物・構築物　２～50年

 

(1)有形固定資産

同左

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。

建物・構築物　２～50年

 
　 (2)無形固定資産

　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用している。

 

(2)無形固定資産

同左
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前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

４　引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、過去の

一定期間における貸倒実績等から算出

した貸倒実績率により計算した金額の

ほか、貸倒懸念債権等については個別

に債権を評価して回収不能見込額を計

上している。

 

(1)貸倒引当金

同左

　 (2)賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上している。

 

(2)賞与引当金

同左

　 (3)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務に基づ

き計上している。

 

(3)退職給付引当金

同左

　 　　　　─────────

 

 

　
　

(4)関係会社整理損失引当金

　関係会社等が行う開発事業の整理又

は清算に際して負担することが見込ま

れる損失に備えるため、その事業内容

等を検討して計上している。

 
５　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税に相当する額

の会計処理は、税抜方式によっている。

 

消費税等の会計処理

同左

　

【表示方法の変更】

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　　　　　　　　─────────

 

 

　
　
　
　

（損益計算書関係）

　前事業年度において、販売費及び一般管理費の「雑

費」に含めていた「退職給付引当金繰入額」は、表示

方法を見直し、当事業年度より区分掲記することとし

た。なお、前事業年度の販売費及び一般管理費の「雑

費」に含まれる「退職給付引当金繰入額」は３百万円

である。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

１　区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている

関係会社に対する資産及び負債は、次のとおりであ

る。

※１ 売掛金 126百万円

※３ その他 4　

※９ 長期営業外未収入金 2,585　

※10破産更生債権等 1,220　

※12未払費用 0　

※13その他 34　
　 　 　 　

１　区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている

関係会社に対する資産及び負債は、次のとおりであ

る。

※１ 売掛金 157百万円

※３ その他 3　

※９ 長期営業外未収入金 3,106　

※10破産更生債権等 771　

※12未払費用 2　

　 　 　 　
　 　 　 　

２　下記の資産は、長期借入金15,397百万円の担保に供

している。

※２ 販売用不動産 4,913百万円

※４ 建物 544　

※５ 構築物 0　

※６ 土地 148　

※７ 投資有価証券 185　

※８ 関係会社株式 2,317　

※11その他 10　

　 計 8,120　
　 　 　 　

２　下記の資産は、長期借入金13,373百万円の担保に供

している。

※２ 販売用不動産 4,582百万円

※４ 建物 527　

※５ 構築物 0　

※６ 土地 148　

※７ 投資有価証券 185　

※８ 関係会社株式 2,317　

※11その他 9　

　 計 7,770　
　 　 　 　

３　※９、※10

　　このうち、株式会社熊谷組の会社分割により当社が

承継した長期営業外未収入金及び破産更生債権等に

ついては、回収不能見込額(65,504百万円)を債権額

から直接減額している。

 

３　※９、※10

　　このうち、株式会社熊谷組の会社分割により当社が

承継した長期営業外未収入金及び破産更生債権等に

ついては、回収不能見込額(55,492百万円)を債権額

から直接減額している。
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れている。

※１ 不動産事業売上高 82百万円

※２ その他の事業売上高 1,174　

※３ 不動産事業売上原価 0　

※４ 受取利息 21　

※５ 受取配当金 2,510　

※６ その他 2　

※７ 支払利息 21　

　 計 3,813　
　 　 　 　

１　関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れている。

※１ 不動産事業売上高 83百万円

※２ その他の事業売上高 1,733　

※３ 不動産事業売上原価 0　

※４ 受取利息 22　

※５ 受取配当金 499　

※６ その他 2　

※７ 支払利息 21　

　 計 2,362　
　 　 　 　

２　※３　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下

後の金額であり、たな卸資産評価損544百万円

が売上原価に含まれている。

 

２　※３　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下

後の金額であり、たな卸資産評価損355百万円

が売上原価に含まれている。

 

３　※８　関係会社株式売却損は当社の子会社であるク

マガイインターナショナルリミテッドの株式

売却に伴うものである。

 

　

３　　　　　　　─────────

 

 

　
４　　　　　　　─────────

 

　

４　※９　関係会社整理損失引当金繰入額は、当社の子

会社である北京遊楽園有限公司の清算に伴

い、当社が負担することになる損失見込みの

繰入額である。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 4,450,027 1,576,985 ─ 6,027,012

　
（注）普通株式の自己株式の増加 1,576,985株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 6,027,012 152,085 ─ 6,179,097

　
（注）普通株式の自己株式の増加152,085株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

　

(有価証券関係)

前事業年度(平成21年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

　

当事業年度(平成22年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式4,421百万円、関連会社株式100百万円)は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載していない。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産 　 　

　賞与引当金 3百万円

　退職給付引当金 2　

　貸倒引当金 190　

　繰延消費税等 4　

　たな卸不動産評価減 2　

　関係会社株式評価減 81　

　投資有価証券評価減 36　

　その他投資等評価減 22　

　減損損失 144　

　会社分割時一時差異 1,906　

繰延税金資産小計 2,394　

評価性引当額 △1,765　

繰延税金資産合計 629　

繰延税金負債 　 　

　会社分割時一時差異 109　

繰延税金負債合計 109　

繰延税金資産の純額 519　
　 　 　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産 　 　

　賞与引当金 3百万円

　退職給付引当金 4　

　貸倒引当金 318　

　整理損失引当金 68　

　繰延消費税等 2　

　たな卸不動産評価減 2　

　関係会社株式評価減 81　

　投資有価証券評価減 36　

　その他投資等評価減 22　

　減損損失 144　

　未払金計上過大 1　

　会社分割時一時差異 1,561　

　繰越欠損金 125　

繰延税金資産小計 2,375　

評価性引当額 △2,136　

繰延税金資産合計 239　

繰延税金負債 　 　

　会社分割時一時差異 54　

繰延税金負債合計 54　

繰延税金資産の純額 184　
　 　 　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　 　
　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

0.2　

　住民税均等割額 0.7　
　過年度法人税等 △0.1　
　評価性引当額 113.4　
税効果会計適用後の
法人税等の負担率

154.9　

　 　 　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　 　
　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

0.2　

　住民税均等割額 0.4　
　過年度法人税等 △0.1　
　評価性引当額 △4.7　
税効果会計適用後の
法人税等の負担率

36.5　
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 104.52円１株当たり純資産額 114.32円

１株当たり当期純損失 4.60円１株当たり当期純利益 9.69円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、前事業年度は１株あたり当期純損失であり、また潜在

株式が存在していないため、当事業年度は潜在株式が存在していないため記載していない。

２　１株当たり当期純利益金額及び当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△）(百万円) △283 588

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る当期純利益又は　　　　　　　当期純損
失（△）(百万円)

△283 588

普通株式の期中平均株式数(千株) 61,684 60,684

　

３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前事業年度末

(平成21年３月31日)
当事業年度末

(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 6,354 6,932

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 6,354 6,932

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数(千株)

60,796 60,644

　

(重要な後発事象)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　　　　　　　　─────────

 
 
 
 

（子会社への資金貸付）

北京遊楽園有限公司（当社持分96.7％）は、平成22年

1月28日開催の同社董事会において、平成22年6月17日の

合弁期間の満了をもって、会社清算を行うことを決議し

た。

これに伴い、平成22年6月14日開催の当社取締役会に

おいて、同社に対して資金援助を行うことを決議した。

(1) 目的　会社清算の資金に資するため

(2) 金額　24,472千RMB

(3) 実施時期　平成22年６月15日

なお、当該援助に関連して、当社は平成22年3月期決算

において関係会社整理損失引当金を168百万円を計上し

た。しかしながら、その後清算計画の見直しを行い、融資

額を24,472千RMBと決議した結果、当社は平成22年9月中

間期において171百万円の損失を計上する見込である。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 　 　

その他有価証券 　 　

山万㈱ 550,000 175

京都御池地下街㈱ 286,000 94

　　津山街づくり㈱ 1,000 10

　　不動産信用保証㈱ 200 2

　　その他４銘柄 39,000 ─

計 876,200 281
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末
残高
(百万円)

当期
増加額
(百万円)

当期
減少額
(百万円)

当期末
残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 1,760 ─ ─ 1,760 387 54 1,373

　構築物 27 ─ ─ 27 6 1 20

　機械及び装置 2 ─ ─ 2 1 0 0

　工具、器具及び備品 8 ─ ─ 8 7 0 1

　土地　　　 1,671 ─ 0 1,671 ─ ─ 1,671

　建設仮勘定 ─ 1 1 ─ ─ ─ ─

有形固定資産計 3,471 1 1 3,471 403 56 3,067

無形固定資産 (注) 　 　 　 　 　 　 　

　借地権 ─ ─ ─ 175 ─ ─ 175

　ソフトウエア ─ ─ ─ 2 1 0 1

無形固定資産計 ─ ─ ─ 178 1 0 176

長期前払費用 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

繰延資産計 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

(注)　無形固定資産については、資産総額の１％以下につき、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記

載を省略した。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 （注） 2,704 220 100 5 2,818

賞与引当金 　 7 8 7 ─ 8

関係会社整理損失
引当金

　 ─ 168 ─ ─ 168

（注）　当期減少額（その他）は洗替による取崩額である。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

１　資産の部

(イ)現金預金

　

区分 金額(百万円)

現金 0

預金 　

当座預金 1

普通預金 781

その他 2

計 785

　

(ロ)受取手形

(a) 相手先別内訳

　

発生時 金額(百万円)

㈱ニッコー 4

　

(b) 期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成22年４月 4

計 4

　

(ハ)売掛金

(a) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱山代ゴルフ倶楽部 157

その他 3

計 160

　

(b) 滞留状況

　

発生時 金額(百万円)

平成22年３月期　計上額 160
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(ニ)販売用不動産

(a) 区分内訳

　

区分 金額(百万円)

土地 8,387

建物 219

計 8,606

　

(b) 土地の地域別内訳

　

地域 面積(千㎡) 金額(百万円)

北海道 23 10

東北 204 1,512

関東 535 600

中部 642 37

近畿 658 4,770

中国・四国 86 1,455

九州 ─ ─

計 2,151 8,387

　

(ホ)関係会社株式

　

関係会社 金額(百万円)

クマガイインターナショナルリミテッド 2,168

クマガイオーストラリアPTY.リミテッド 1,382

クマガイオーストラリアファイナンスPTY.リミテッド 821

その他 148

計 4,521
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(ヘ) 長期営業外未収入金

　

区分 金額(百万円)

関係会社 3,106

その他 1,861

計 4,967

　

(ト) 破産更生債権等

　

区分 金額(百万円)

関係会社 771

その他 708

計 1,480

　

２　負債の部

(イ)買掛金

　

相手先 金額(百万円)

南海電気鉄道㈱ 502

その他 12

計 515

　

(ロ)株主、役員又は従業員からの長期借入金

　

相手先 金額(百万円)

ソーラーウインドツーリミテッド　東京支店 13,373

　

EDINET提出書類

ニューリアルプロパティ株式会社(E04022)

有価証券報告書

73/81



(3) 【その他】

該当事項なし。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券、10,000株券、100,000株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え 　

　　取扱場所
東京都中央区八重洲二丁目３番１号
　住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
　住友信託銀行株式会社

　　取次所 住友信託銀行株式会社　本店及び全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 新株券１枚につき300円

　　株券喪失登録手数料 申請１件につき10,000円、申請に係る株券１枚につき500円

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
東京都中央区八重洲二丁目３番１号
　住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
　住友信託銀行株式会社

　　取次所 住友信託銀行株式会社　本店及び全国各支店

　　買取手数料 無料

公告掲載方法 官報

株主に対する特典 なし

（注）　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、会社法第189条第２項各号に掲げる権利以外の権利を行使

することができない。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、法24条の７第１項に規定する親会社等はない。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

　

(1)有価証券報告書
及びその添付書類

　 事業年度
(第６期)

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日　

　 平成21年６月29日
北陸財務局長に提出

　 　 　 　 　 　 　
(2)半期報告書 　 第７期中 自　平成21年４月１日

至　平成21年９月30日
　 平成21年12月14日
北陸財務局長に提出

　 　 　 　 　 　
(3)臨時報告書 　 企業内容等の開示に関する内閣府令第

19条第２項第９号の規定（代表取締役
の異動）に基づく臨時報告書

　 平成22年５月28日
北陸財務局長に提出

　 　 　 　 　 　

　 　 　
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第３号の規定（特定子会社
の異動）に基づく臨時報告書

　
平成22年６月24日
北陸財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年６月26日

ニューリアルプロパティ株式会社

取　締　役　会　御中

仰星監査法人

　

代表社員

業務執行社員
　 公認会計士　　中　　島　　次　　郎　　㊞

　

代表社員 
業務執行社員

　 公認会計士　　神　　山　　俊　　一　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているニューリアルプロパティ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ニューリアルプロパティ株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　

追記情報

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されているとおり、会社は当連結会計年度よ

り「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管している。

※２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成22年６月29日

ニューリアルプロパティ株式会社

取　締　役　会　御中

仰星監査法人

　

代表社員

業務執行社員
　 公認会計士　　中　　島　　次　　郎　　㊞

　

代表社員 
業務執行社員

　 公認会計士　　神　　山　　俊　　一　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているニューリアルプロパティ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ニューリアルプロパティ株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　

追記情報

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社の豪州持分法適用

関連会社であるトンネルホールディングスPTYリミテッドは当連結会計年度よりIFRIC第12号を適用してい

る。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管している。

※２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年６月26日

ニューリアルプロパティ株式会社

取　締　役　会　御中

仰星監査法人

　

代表社員

業務執行社員
　 公認会計士　　中　　島　　次　　郎　　㊞

　

代表社員 
業務執行社員

　 公認会計士　　神　　山　　俊　　一　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているニューリアルプロパティ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第６期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ニューリアルプロパティ株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

「重要な会計方針」に記載されているとおり、会社は当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管している。

※２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成22年６月29日

ニューリアルプロパティ株式会社

取　締　役　会　御中

仰星監査法人

　

代表社員

業務執行社員
　 公認会計士　　中　　島　　次　　郎　　㊞

　

代表社員 
業務執行社員

　 公認会計士　　神　　山　　俊　　一　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているニューリアルプロパティ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第７期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ニューリアルプロパティ株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管している。

※２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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